
【幼保一元化・子ども】
○ 認定こども園制度については、当面、認定等に
係る事務手続や会計処理が複雑であるなどの課題
に対する抜本的な運用改善方策について平成２０
年度中に実施に着手する。あわせて、制度の一本
化に向けた制度改革について平成２０年度中に結
論を得る。

○ 保育所について、「保育に欠ける」入所要件の見
直し、直接契約方式の採用等についての総合的な
検討に着手し、平成２０年中に結論を得る。

第一次勧告（H20.5.28）

【幼保・子ども】
○ 認定こども園制度については、当面、認定等に係る事務手続や会

計処理が複雑であるなどの課題に対する抜本的な運用改善方策につ
いて平成２０年度中に実施に着手する。あわせて、認定こども園制
度の一本化に向けた制度改革について平成２０年度中に結論を得る。

○ 保育所について、「保育に欠ける」という入所要件の見直し、保護
者と保育サービス提供者との直接契約方式について、包括的な次世
代育成支援の枠組みを構築していく中で総合的な検討を行い、平成
２０年中に結論を得る。

地方分権改革推進 第一次勧告と地方分権改革推進要綱の比較

地方分権改革推進要綱（H20.6.20）
（地方分権改革推進本部決定）

【福祉施設の最低基準等】
○ 保育所や老人福祉施設等についての施設設備に

関する基準については、全国一律の最低基準とい
う位置付けを見直し、国は標準を示すにとどめ、
具体的な基準は地方自治体が地域ごとに条例によ
り独自に決定し得ることとする。

【福祉施設の最低基準等】
○ 福祉施設の認可、指導監督等に係る事務につい
ては、老人福祉施設並びに児童福祉施設のうち保
育所、児童館及び認可外保育施設に関するものは、
市に移譲する。

【福祉施設の最低基準】
○ 保育所や老人福祉施設等についての施設設備に関する基準につい

ては、保育の質や、高齢者の生活の一定の質の確保のための方策を
前提としつつ、全国一律の最低基準という位置付けを見直し、国は
標準を示すにとどめ地方自治体が条例により決定し得るなど、地方
自治体が創意工夫を生かせるような方策を検討し、計画の策定まで
に結論を得る。

【基礎自治体への権限移譲の推進】
○ 第１次勧告の第３章で委員会が示した「基礎自治体への権限移

譲の方針」を踏まえ、第１次勧告の別紙１「基礎自治体への権限移
譲を行うべき事務」に掲げた事務について、都道府県から市町村へ
の権限移譲の検討及びこれに伴う国、都道府県の関与の在り方の見
直しを行い、結論を得て計画に盛り込む。

○ 都道府県条例による事務処理特例制度の活用を推進するため必要
がある場合、関連する個別法令や補助金・負担金制度を見直し。

（資料４）
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